（見本１）
○○○○○事業
に関する包括的企業連合（コンソーシアム）協定書

（目的）
第１条　当企業連合は○○○○事業を共同連帯して実施することを目的とする。

（名称）
第２条　当企業連合は、　（コンソーシアム名称）　と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業連合は、事務所を　（会社名）　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業連合は、XXXX年XX月XX日に成立し、本事業実施終了後、1年を経過するまでの間、存続するものとする。
２　前項の期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　前項の期間は、国省庁・地方自治体からの補助金・助成制度や民間事業者からの資金投資・発注など、外部からの資金を受ける場合、構成員の合意如何に関わらず、当該制度で定める事業報告期間終了まで、これを延長する。

（構成員）
第５条　当企業連合の構成員は、次のとおりとする。
（1） 名称　　
（2） 名称　　
（3） 名称　　
（4） 名称　　

（構成員の責任）
第６条　構成員は、それぞれの分担業務の進ちょくを図り、全体事業の実施に関し連帯して責任を負うものとする。

（代表構成員）
第７条　当企業連合は、　（会社名）　を代表構成員とする。


（代表構成員の職務）
第８条　当企業連合の代表構成員は、事業の実施にかかる資金の授受に関し、当企業連合を代表して構成員全員の同意を得て、次の職務を行う。
（１）資金提供者及び監督官庁等との折衝
（２）代表構成員の名義をもって資金提供者との事業に関する契約の見積、入札、締結並びに委託代金の請求、受領及び回収
（３）入札及び委託代金の回収に関する復代理人の選任
（４）当企業連合に属する財産の管理
　（５）その他、前各号に付随して必要となる事項

（業務の分担）
第９条　各構成員の業務の分担は、別紙１に定めるところによるものとする。
２　別紙１に定めがない業務が発生した場合には、構成員で協議し分担を定めるものとする。

（構成員の必要経費の支払い）
第１０条　代表構成員は、各構成員がその分担業務を実行するのに必要な経費の一部を償うため、第８条第２号にもとづいて得られる資金を各構成員に支払うものとする。
２　資金の支払いは、再委託又は分配によるものとし、分配による場合、支払期日および分配方法は別途定めるものとする。
３　別紙１に定めがない業務が発生した場合には、構成員で協議し、各構成員の経費分担を定めるものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）
[bookmark: _Hlk47356193]第１１条　構成員がその分担業務に関し、構成員の責により外部資金提供者及び第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、賠償責任を負うものとする。
３　前２項における損害賠償は、当該損害にかかる事業における構成員への分配額を上限とする。ただし、故意または重大な過失の場合は、その限りではない。
４　前３項において、当該損害が特定の構成員の責に帰すことができない原因によるものである場合には、全構成員で協議して定めた割合で賠償責任を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第１２条　構成員は、構成員全員の承認がなければ、本協定書に基づく権利義務を第三者に譲渡することはできない。

（本事業の履行中における構成員の脱退に対する措置）
第１３条　構成員は、当企業連合が本事業を完成する日までは脱退しないものとする。
２　構成員のうち本事業の履行中において前項の規定に反して脱退したものがある場合、残された構成員は共同連帯して当該構成員の分担業務を負うものとする。
３　前項の規定に従い、新たに費用が生じた場合には、別に定めがない限り脱退したものの負担とする。

（本事業の履行中における構成員の破産又は解散に関する措置）
第１４条　構成員のうちいずれかが本事業の履行中において破産又は解散した場合は、残された構成員は共同連帯して当該構成員の分担業務を負うものとする。
２　前項の場合においては、前条第2項及び第3項の規定を準用する。

（契約不適合責任）
第１５条　資金提供者または第三者から、契約不適合責任が追求された場合は、当該契約不履行に関する分担業務を受け持つ構成員は修復作業を実施するものとする。
２　構成員のうち本事業の履行中において第13条又は第14条の規定により脱退したものがある場合、第13条第2項及び第3項の規定を準用する。
３　前２項の規定による責任の分担は、本協定に基づく企業連合が解散した後にあっても、存続するものと見なす。

（秘密保持義務）
第１６条  各構成員は、この協定書に関連して他の構成員から開示された技術上、販売上その他業務上の秘密を、当該開示者の文書による承諾なくして、当企業連合の存続期間中はもとより、当企業連合の解散後３年間は、第三者に対して開示、漏洩しないものとする。なお、各構成員は、秘密情報を他の構成員に開示する場合には、秘密である旨の表示を行うものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報は秘密情報から除くものとする。
　（１）開示の時点ですでに公知のもの、または開示後秘密情報を受領した当事者の責めによらずして公知となったもの
　（２）構成員が開示を行った時点で、開示を受けた他の構成員がすでに保有しているもの
　（３）第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの
　（４）開示された情報によらずに開発されたもの

（管轄裁判所）
第１７条　本協定書に関し紛争が生じた場合には、福岡地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協定書に定めのない事項）
第１８条　この協定書に定めのない事項は、運営委員会において定めるものとし、本事業の関する外部資金授受において特に必要がある事項については、外部資金提供者と協議の上決定するものとする。

第１９条　この協定書の改正は、構成員全員の同意を要する。

（構成員社名）、（構成員社名）、（構成員社名）、及び（構成員社名）は、上記のとおり「○○○○事業に関する包括的企業連合協定書」を締結したので、その証拠として協定書X(構成員数)通を作成し構成員が記名押印の上各自1通を所持する。

XXXX年XX月XX日

住所（所在地）　○○○○○○○○○　（代表構成員）
商号又は名称　　○○○○○○○○○
代表者職氏名　　（役職）　○○　○○　　　　印

住所（所在地）　○○○○○○○○○　（構成員）
商号又は名称　　○○○○○○○○○
代表者職氏名　　（役職）　○○　○○　　　　印

住所（所在地）　○○○○○○○○○　（構成員）
商号又は名称　　○○○○○○○○○
代表者職氏名　　（役職）　○○　○○　　　印

住所（所在地）　○○○○○○○○○　（構成員）
商号又は名称　　○○○○○○○○○
代表者職氏名　　（役職）　○○　○○　　印
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